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要  旨 

 

本研究では，乗用車および貨物トラックの燃料税と通行料の効率的な水準につい

て，道路修繕のタイミングと規模の最適化を図りつつ財政的制約を明示的に考慮し

て決定する．本分析では，歪みを伴う労働税，環境悪化，道路渋滞，および交通事

故による市場の失敗を考慮した．また，道路管理団体の財政制度として，1）道路財

源を一般道路管理団体と高速道路管理団体が共有できる場合，2）両管理団体の財源

が独立している場合，3）道路財源を両管理団体が共有しつつ料金のみ変更可能な場

合という3つのシナリオを設定した．宮城県と福島県の高速道路および一般道路を対

象とした分析の結果，シナリオ1においては，乗用車および貨物トラックの通行料を

現行の約30.0円 /kmおよび48.8円 /kmから，それぞれ22.9円 /kmおよび31.1円 /kmへ引

き下げることが最適であると示された．一方で，燃料税については，現行の58.8円 /
リットル（乗用車）および32.1円/リットル（貨物トラック）から，それぞれ63.4円/
リットルおよび62.7円 /リットルへ引き上げることが最適である．他の財政制度シナ

リオにおいても同様に，燃料税の引き上げが最適解となった．さらに，貨物トラッ

ク利用者の便益に関しては，シナリオ1および2では現行より減少するものの，シナ

リオ3では普通車利用者とともに厚生改善が達成される．道路の維持修繕方法につい

ては，いずれのシナリオにおいても現行より予防保全を重視すべきとの結果を得た．

厚生改善の程度は，最適な政策導入により，宮城県と福島県両県の県内総生産に対

し，シナリオ1では0.28%，シナリオ2では0.23%，シナリオ3では0.19%の総余剰増

加が見込まれる．  
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１章 背景・目的 

 

多くの国において建設から 30 年以上が経過した道路インフラが増加しており、交通量およ

び車両重量の増大が維持修繕費の高騰を招いている 1。その財源調達方法は国により異なるも

のの、燃料税、通行料、および公的資金を主な財源とする国が大半を占める。今後、電気自動

車（EV）の普及が進んだ場合であっても、道路の維持修繕およびその財源確保の必要性は不変

である。EV 導入後には、燃料税収に代わる手段として走行距離課税が検討可能である。この

課税方式は既存の燃料税と経済的性質が類似しており、代替的な財源として十分機能しうる。 

燃料税や通行料の水準は、道路利用者数に影響を与える。一方、道路は車両(特に貨物トラ

ック)によって損傷を受ける。維持修繕費は燃料税や通行料で賄われるため、これらすべてが道

路維持修繕の最適なタイミングと規模に影響を与える。燃料税や通行料は家計や企業にとって

大きな負担となるため、適切な水準の選択は人々の厚生に大きな影響を与える。  

最適税率の決定は、Harberger(1971)が価格歪みの考慮の必要性を示して以来、頻繁に研究さ

れている。比較的新しい論文では、Fullerton and West(2010)による消費者の異質性を考慮や、West 

and Williams(2007)による余暇の価格効果の考慮がなされた最適税理論の分析がされている。

Jacobs and de Mooij(2015)は、所得分配の観点から歪んだ税が存在する場合の次善税率を求めて

いる。自動車関連税については、Parry and Small(2005)および川瀬(2010)が労働税の歪みを考慮

し、最適な燃料税を導出している。De Borger and Mayeres(2007)は、自動車関連の税金と通行料

を、税の限界費用の観点から考察している。Kono et al.(2019)は、複数の車両関連税の歪みと労

働税の歪みが自動車関連税の最適水準を決定する上で大きな影響を持つことを示している。 

道路維持修繕の最適化に関して、多くの工学分野の論文はマルチステージの意思決定にマ

ルコフ決定過程を適用し、道路劣化の最適なタイミングと維持修繕の最適規模を求めている

（例:Madanat and Ben-Akiva、 1994; Smilotz and Madanat、2000 年; 小林ら 2012 年; Neduli and 

 
1インフラ老朽化に起因する落橋事故が世界的に散見される。第二次世界大戦後にインフラ整備が進

んだ米国では、1980年代以降、死傷者を伴う大規模な崩壊事故が頻発している。具体的には、1983

年のコネチカット州マイアナス橋、2005年のペンシルベニア州 I-70 橋、2007 年のミネアポリス I-

35W橋、2022年の同州ファーンホロー橋の崩壊などが挙げられる。また米国のみならず、2011 年の

イタリア・ジェノヴァにおけるモランディ橋や、2019 年の台湾・南方澳大橋の崩壊など、世界各地

で人的被害を伴う事象が発生している。 
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Madanat、2013 年; 小林ら、2014 年; 水谷ら、2020 年)。これらの維持修繕研究は、現在価値化

されたライフサイクルコストの最小化のみを目的としている。しかし、維持修繕には資金が必

要であるため、財政制約のシャドウプライス、すなわち最適税理論でいう公的資金の限界費用

(MCPF)の考慮が必要である 2。言い換えれば、MCPF が一般に 1 に等しくないため、ライフサ

イクルコストの最小化は社会的に最適とは言えない。 

本研究は、こういった背景を踏まえ、Kono et al.(2019)を拡張し、道路利用が道路劣化に与え

る影響を考慮したうえでの道路維持修繕方法と、燃料税と通行料の最適な水準、道路維持修繕

の時期と規模を決定する。貨物トラックと乗用車の高速道路料金と燃料税は別々に考慮してい

る。AASHO(1962 年)が示すように、舗装の破壊度は車両の車軸の 4 乗に比例する。したがっ

て、貨物トラックの運行回数が道路の劣化速度を決定する。ただし、貨物トラックが道路劣化

に影響を及ぼすとしても、道路は貨物トラックと乗用車によって利用されているため、特に渋

滞が発生する際にはトラックと自動車の相互依存性を考慮しなければならない。  

道路資本と通行料金については、広く研究されている。本研究のテーマに関連する理論的命

題の一つは、交通渋滞料金と道路容量への投資が、一括税で道路投資資金を賄える場合、交通

量と道路容量の両方に効率的であるという自己資金調達理論(Mohring and Harwitz, 1962)である。

しかし、一括税は政治的に不可能であり、導入可能な税金や通行料はすべて歪みを帯びる。そ

のため、資金徴収による超過コストを考慮しなければならないため、自己資金調達の定理は成

立しえない 3。言い換えれば、歪んだ税金や通行料のために MCPF は 1 と等しくならず、自己

資金調達定理は現実には適用できない。 

そこで、本研究では燃料税と通行料を取り入れた乗用車や貨物トラックの利用モデルを構築

する。そして通行料は高速道路の使用にのみ課され、燃料税は道路の種類に関係なく車両使用

に課される。このモデルを用いて一般道路管理団体と高速道路管理団体の財政制度として、

 
2詳細は Auerbach and Hines(2002)の 1385 ページを参照。 
3森杉と河野(2012)によれば、MCF > 1 は最適な通行料収入を大きくし、2) 燃料税は最適な通行

料を低くし、3) 並行する地方道路の混雑により、最適な通行料は低くなる。直感的な理由として

は、最適な通行料値は 1) MCF > 1 の存在により高くなり、一方で 2) 燃料税の存在と 3) 並行する

地域道路の渋滞により小さくなるためである。これらの歪みを同時に考慮すると、その影響は正負

いずれも取りうる。 
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いずれも取りうる。 

3 

3 つのシナリオ 1)道路財源を二つの道路管理団体が共有できる場合、2)それぞれの管理団

体の財源が独立している場合、3)道路財源を二つの道路管理団体が共有しているもとで料
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ではなく特定のエリアをターゲットにする利点は、混雑は地域的な現象であるため、適切に考
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害や事故の外部影響も考慮する必要がある 4。 

分析の結果、財政シナリオ1では乗用車と貨物トラックの通行料を現在の約30.0円/kmおよび

48.8円/kmから22.9円/kmおよび31.1円/kmに引き下げることが最適であることを示される。乗用

車と貨物トラックの燃料税は、現行の58.8円/リットルと32.1円/リットルから63.4円/リットルお

よび62.7円/リットルに引き上げることが最適となる。また、他の財政シナリオでも燃料税が現

行より高い傾向にあった。そして、シナリオ１と２では貨物トラック利用者の便益が現行より

減少してしまうものの、シナリオ３では普通車利用者に合わせて貨物トラック利用者も厚生改

善する結果となった。道路の維持修繕方法は、現行より予防保全とすべきという結果となった。

厚生改善の程度としては、最適な政策によりシナリオ1では宮城県および福島県両県の県内総

生産に対して0.28%、シナリオ2で0.23%、シナリオ3で0.19%の総余剰増加が得られる。  

 
  

 
4 多くの論文(その一部は Parry et al.(2007)によってレビューされており、混雑、事故、CO2

など様々な外部性を考慮したり、所得分配の影響を考慮したりして最適な燃料税を推定している。

さらに、いくつかの論文(例:上田ら(1998)1998; 藤原ら，2002，武藤ら，2024)は、計算可能な一般

均衡モデルを用いて、自動車関連税の水準が CO2 濃度や自動車所有率にどのように影響するかを分

析している。しかし、これらの研究は最適な税率よりも CO2の総量に焦点を当てている。 
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２章 通行料と税金のモデルと最適化 

  
（１）モデル 

本モデルは静的な状況を仮定し、消費者および企業の 1 年間の行動をモデル化する。消費者

は選好や所得の観点から異質であるものの、準線形効用関数を持つと仮定する。企業も異質で

あると仮定するものの、すべての企業は完全競争状況にあるとして単純化のために一つの企業

と見なす。世帯はガソリン車（以下、乗用車）を使用し、企業はディーゼルトラック（以下、

貨物トラック）を使用する。 

消費者は高速道路や一般道路(すなわち非高速道路)を利用する 5 。高速道路での交通量は

xH(移動回数)で表され、一般道路での交通量は x(移動回数)で表される。燃費は高速道路では

xH ・ Hl (liter)、一般道路では x ・ l  (liter)で表され、 Hl  (liter/km)と l  (liter/km)はそれぞれ高速道

路と一般道路での燃料消費率を表している 6。燃料価格は燃料税 f (円/リットル)と税引き前の

ガソリン価格 f  (円/リットル)で構成されている。高速道路の通行には料金 p(円/往復)を支払

わなければならない 7。分析で固定している変数は変数の上にバーを付けて示した 8。 

消費者 j の予算制約は次の通りである。  

𝑧𝑧𝑧𝑧𝑗𝑗𝑗𝑗 + �{�𝑝𝑝𝑝𝑝 + �𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝑓𝑓𝑓𝑓�̅･𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻𝐻𝐻𝐻� �𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗 + (𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝑓𝑓𝑓𝑓)̅･𝑙𝑙𝑙𝑙･̅𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗� = �𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�𝐿𝐿𝐿𝐿𝑠𝑠𝑠𝑠𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝜋𝜋𝜋𝜋𝑗𝑗𝑗𝑗 (1) 

 
5 「一般道路」とは高速道路以外の道路と定義している。例えば、イギリスの場合、「高速道路」

は高速道路、「A道路」と「B道路」は 一般的な道路である。  

6 本研究の設定と違い、燃費は交通量や走行速度によって異なる。しかし、速度に応じた燃費

は、車間の変動が大きく安定した関数を設定できないため、燃費は一定であると仮定した。近年で

は、最新技術により渋滞時のガス効率が向上しており、走行速度の低下による交通量による燃費へ

の影響は比較的緩やかと考えられる。 

7 燃料税は交通渋滞を減らすには不十分であり、渋滞がどこでいつ発生してもすべての移動コ

ストを上げるだけである。一方で、通行料は時間や空間で大きく変動するため、混雑したルートや

ラッシュアワーのピークを避けることができる。  

8 本論文では、旅行の目的に関わらず同じ通行料と税金を想定しており、旅行の目的の観点か

ら旅行を区別していない。通勤や他の通勤料金を異なるものに課す場合は、対応する消費者余剰を

別々に推定すべきである。 
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5 

ここで、所得�𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�𝐿𝐿𝐿𝐿𝑠𝑠𝑠𝑠𝑗𝑗𝑗𝑗は、税引前賃金𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����円/時間)から労働税 τ を引いたものに労働時間𝐿𝐿𝐿𝐿𝑠𝑠𝑠𝑠𝑗𝑗𝑗𝑗

を乗じたもので定義される。𝑧𝑧𝑧𝑧𝑗𝑗𝑗𝑗は合成財を表し、価格は 1 とする。𝜋𝜋𝜋𝜋𝑗𝑗𝑗𝑗は企業の利益が消費者 j

に再分配されたものである。消費者は余暇𝑦𝑦𝑦𝑦𝑗𝑗𝑗𝑗を楽しみ、利用可能な時間M の中で 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑠𝑠𝑠𝑠𝑗𝑗𝑗𝑗時間働い

ている。したがって、消費者 j の時間制約は次のように表される。 

 

𝑀𝑀𝑀𝑀� = 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑠𝑠𝑠𝑠𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗 𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻��� + 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗 𝑇𝑇𝑇𝑇�𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 � (2) 

 

ここで、𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻��� (時間/km)は高速道路の移動時間を表す。都市間の高速道路には大きな渋滞がない

ため、高速道路の渋滞は無視する。𝑇𝑇𝑇𝑇( ∙)(時間/km)は一般道路の需要の移動時間関数を表す。 需

要は乗用車および貨物トラックで構成され、𝑋𝑋𝑋𝑋(= ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 )  は一般道路での乗用車の総交通量

を表し、𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑   は一般道路での貨物トラックの総交通量を表す。移動時間関数については、日本

土木学会(JSCE,2003)によって提案されたパラメータを持つ BPR 関数を使用する。 

消費者 j の効用関数は式（３）のように示され、高速道路利用と一般道路利用によって損な

われる環境変数 EH と E が含まれる。さらに、交通事故費用は道路の交通需要の増加に伴い増

加する。そこで、事故費用も EH と E を変数とする関数に加える。そして限界効用は、高速道

路や一般道路の総交通量の増加とともに低下する 9。 

𝑈𝑈𝑈𝑈𝑗𝑗𝑗𝑗 = 𝑍𝑍𝑍𝑍𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑗𝑗𝑗𝑗�𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗、𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗� + 𝛩𝛩𝛩𝛩�𝑦𝑦𝑦𝑦𝑗𝑗𝑗𝑗� + 𝑣𝑣𝑣𝑣𝑗𝑗𝑗𝑗(𝐸𝐸𝐸𝐸𝐻𝐻𝐻𝐻、𝐸𝐸𝐸𝐸) (3) 

𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝑗𝑗𝑗𝑗 𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕⁄ > 0、 𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝑗𝑗𝑗𝑗2 𝜕𝜕𝜕𝜕2𝜕𝜕𝜕𝜕� < 0、𝜕𝜕𝜕𝜕 ∈ �𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗、𝑋𝑋𝑋𝑋、𝐸𝐸𝐸𝐸𝐻𝐻𝐻𝐻、𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸、 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐻𝐻𝐻𝐻 = 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐻𝐻𝐻𝐻(𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻 + 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑)、𝐸𝐸𝐸𝐸 = 𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)  

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝐻𝐻𝐻𝐻 𝑑𝑑𝑑𝑑(𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻 + 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑)⁄ < 0 and 𝑑𝑑𝑑𝑑𝐸𝐸𝐸𝐸 𝑑𝑑𝑑𝑑(𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)⁄ < 0 

ここで、𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻は高速道路上の乗用車の総交通回数である。𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑は高速道路上での貨物トラックの

総交通量である。環境外部性の部分効用関数 EHと E は分離可能であると仮定する。Θ�𝑦𝑦𝑦𝑦𝑗𝑗𝑗𝑗 � は

余暇時間から消費者の効用を表す。現実世界でも、労働時間が交通回数に影響される状況は少

ないと考えられる。 

 
9 本分析で採用した準線形効用関数の仮定は必須ではない。効用関数として一般形を用いても、

等価変分、補償変分、アレー余剰など適切な厚生指数を最大化すれば(Tsuneki,1987; Kono & 

Kishi,2018)、基本的に同じ結果が得られる。 
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企業は生産関数のもとで利益を最大化する。企業は異質性を持つものの、生産関数が 1 次同

次であり、完全競争的市場で財を供給していると仮定する。この仮定により、これらの企業は

一つの企業とみなすことができる。企業は貨物トラックを所有し、高速道路や一般道路を利用

している。高速道路の交通移動距離は(𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑   )で表され、一般道路の交通移動距離は𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 で表され

る。燃料消費量は、高速道路では𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑  (liter)で、一般道路では𝑋𝑋𝑋𝑋 ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑̅𝑑𝑑𝑑  (liter)で表され、𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 

(liter/km)と𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑̅𝑑𝑑𝑑  (liter/km)はそれぞれ高速道路上の貨物トラックの燃料消費率と一般道路での燃

料消費率を表している。ディーゼル燃料価格は、ディーゼル燃料税(𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 円/liter)と税引き前のデ

ィーゼル価格(𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑̅𝑑𝑑𝑑円/liter)で構成されている。高速道路を走る場合、通行料 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑(円/移動)を支払う。

生産に費やす労働時間は 𝐿𝐿𝐿𝐿1  であり、貨物トラックを運転する労働時間は 𝐿𝐿𝐿𝐿2  である。𝐿𝐿𝐿𝐿1 +

𝐿𝐿𝐿𝐿2 = 𝐿𝐿𝐿𝐿である。したがって、賃金は次のように表される𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝐿𝐿𝐿𝐿𝑑𝑑𝑑𝑑�= 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝐿𝐿𝐿𝐿1 + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝐿𝐿𝐿𝐿2 �。 上記から、企

業の利益関数は次の式で表される。 

 

𝛱𝛱𝛱𝛱 = 𝑍𝑍𝑍𝑍 − �{𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑 + �𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑� � ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑���� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻���}𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 + ��𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑� �𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑𝑑𝑑𝑑� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝑇𝑇𝑇𝑇 �𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 ��𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝐿𝐿𝐿𝐿𝑑𝑑𝑑𝑑�            

              (4) 

各消費者は車を持っている場合、余暇時間𝑦𝑦𝑦𝑦𝑗𝑗𝑗𝑗  や高速道路や一般道路の利用を選択し、所得

制約(1)と時間制約(2)を条件に効用(3)を最大化するために余暇時間を選択する。消費者は自分

の移動が総交通量に与える影響を意識しないと仮定する。式(1)、(2)、(3)を統合すると次のよう

になる。 

𝑈𝑈𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑖𝑖𝑖𝑖 �𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻𝑖𝑖𝑖𝑖 、𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 � + Θ𝑖𝑖𝑖𝑖�𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 � + 𝑣𝑣𝑣𝑣𝑗𝑗𝑗𝑗(𝐸𝐸𝐸𝐸𝐻𝐻𝐻𝐻、𝐸𝐸𝐸𝐸) 

−�
��𝑝𝑝𝑝𝑝 + �𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝑓𝑓𝑓𝑓�̅ ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻𝐻𝐻𝐻� � + �𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻�𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻𝑖𝑖𝑖𝑖

+ ���𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝑓𝑓𝑓𝑓�̅ ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙�̅ + �𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�𝑇𝑇𝑇𝑇 �𝑋𝑋𝑋𝑋�𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑋𝑋𝑋𝑋�𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 �� 𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑖𝑖𝑖𝑖
� + �𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏��𝑀𝑀𝑀𝑀� − 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖� + 𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖        (5) 

そして生産関数は次のようになる。 

𝛱𝛱𝛱𝛱 = 𝑧𝑧𝑧𝑧 �𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 、𝐿𝐿𝐿𝐿1� − �
�𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑 + �𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑���� ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑����� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖���𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻 }𝑋𝑋𝑋𝑋 𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑

+��𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑����𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑𝑑𝑑𝑑� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖���𝑇𝑇𝑇𝑇 �𝑋𝑋𝑋𝑋� + 𝑋𝑋𝑋𝑋�𝑑𝑑𝑑𝑑 ��𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖���𝐿𝐿𝐿𝐿1

�                  (6) 

(5)の最大化の一階条件から交通量が p、 f、 𝜏𝜏𝜏𝜏の関数として決定される 10。同様に、式(6)から

 
10 需要関数は説明変数として iw もあるものの、固定されているため説明変数から除く。 
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企業は生産関数のもとで利益を最大化する。企業は異質性を持つものの、生産関数が 1 次同

次であり、完全競争的市場で財を供給していると仮定する。この仮定により、これらの企業は

一つの企業とみなすことができる。企業は貨物トラックを所有し、高速道路や一般道路を利用

している。高速道路の交通移動距離は(𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑   )で表され、一般道路の交通移動距離は𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 で表され

る。燃料消費量は、高速道路では𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑  (liter)で、一般道路では𝑋𝑋𝑋𝑋 ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑̅𝑑𝑑𝑑  (liter)で表され、𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 

(liter/km)と𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑̅𝑑𝑑𝑑  (liter/km)はそれぞれ高速道路上の貨物トラックの燃料消費率と一般道路での燃

料消費率を表している。ディーゼル燃料価格は、ディーゼル燃料税(𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 円/liter)と税引き前のデ

ィーゼル価格(𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑̅𝑑𝑑𝑑円/liter)で構成されている。高速道路を走る場合、通行料 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑(円/移動)を支払う。

生産に費やす労働時間は 𝐿𝐿𝐿𝐿1  であり、貨物トラックを運転する労働時間は 𝐿𝐿𝐿𝐿2  である。𝐿𝐿𝐿𝐿1 +

𝐿𝐿𝐿𝐿2 = 𝐿𝐿𝐿𝐿である。したがって、賃金は次のように表される𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝐿𝐿𝐿𝐿𝑑𝑑𝑑𝑑�= 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝐿𝐿𝐿𝐿1 + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝐿𝐿𝐿𝐿2 �。 上記から、企

業の利益関数は次の式で表される。 

 

𝛱𝛱𝛱𝛱 = 𝑍𝑍𝑍𝑍 − �{𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑 + �𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑� � ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑���� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻���}𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 + ��𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑� �𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑𝑑𝑑𝑑� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝑇𝑇𝑇𝑇 �𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 ��𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����𝐿𝐿𝐿𝐿𝑑𝑑𝑑𝑑�            

              (4) 

各消費者は車を持っている場合、余暇時間𝑦𝑦𝑦𝑦𝑗𝑗𝑗𝑗  や高速道路や一般道路の利用を選択し、所得

制約(1)と時間制約(2)を条件に効用(3)を最大化するために余暇時間を選択する。消費者は自分

の移動が総交通量に与える影響を意識しないと仮定する。式(1)、(2)、(3)を統合すると次のよう

になる。 

𝑈𝑈𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑖𝑖𝑖𝑖 �𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻𝑖𝑖𝑖𝑖 、𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 � + Θ𝑖𝑖𝑖𝑖�𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 � + 𝑣𝑣𝑣𝑣𝑗𝑗𝑗𝑗(𝐸𝐸𝐸𝐸𝐻𝐻𝐻𝐻、𝐸𝐸𝐸𝐸) 

−�
��𝑝𝑝𝑝𝑝 + �𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝑓𝑓𝑓𝑓�̅ ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻𝐻𝐻𝐻� � + �𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻�𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻𝑖𝑖𝑖𝑖

+ ���𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝑓𝑓𝑓𝑓�̅ ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙�̅ + �𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�𝑇𝑇𝑇𝑇 �𝑋𝑋𝑋𝑋�𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑋𝑋𝑋𝑋�𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 �� 𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑖𝑖𝑖𝑖
� + �𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏��𝑀𝑀𝑀𝑀� − 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖� + 𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖        (5) 

そして生産関数は次のようになる。 

𝛱𝛱𝛱𝛱 = 𝑧𝑧𝑧𝑧 �𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 、𝐿𝐿𝐿𝐿1� − �
�𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑 + �𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑���� ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑����� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖���𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻 }𝑋𝑋𝑋𝑋 𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑

+��𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑����𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑𝑑𝑑𝑑� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖���𝑇𝑇𝑇𝑇 �𝑋𝑋𝑋𝑋� + 𝑋𝑋𝑋𝑋�𝑑𝑑𝑑𝑑 ��𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖���𝐿𝐿𝐿𝐿1

�                  (6) 

(5)の最大化の一階条件から交通量が p、 f、 𝜏𝜏𝜏𝜏の関数として決定される 10。同様に、式(6)から

 
10 需要関数は説明変数として iw もあるものの、固定されているため説明変数から除く。 
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も交通量が𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑、 𝜏𝜏𝜏𝜏 として決定される。労働供給は出張や環境的要因に依存しないと考えら

れる。この仮定は、旅行や環境的特性が労働供給に与える影響が非常に限定的であるという点

で現実的である。その結果、𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗∗ = 𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻

𝑗𝑗𝑗𝑗∗�𝑔𝑔𝑔𝑔ℎ、𝑔𝑔𝑔𝑔�、𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗∗ = 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗∗(�𝑔𝑔𝑔𝑔ℎ、𝑔𝑔𝑔𝑔�、𝐿𝐿𝐿𝐿𝒅𝒅𝒅𝒅 = ∑ (𝐿𝐿𝐿𝐿𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖∗+𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗 𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻��� +𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖𝑖=1

𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗 𝑇𝑇𝑇𝑇�𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 �) = 𝐿𝐿𝐿𝐿𝒔𝒔𝒔𝒔𝑖𝑖𝑖𝑖∗�𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�、 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑∗ = 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑∗ �𝑔𝑔𝑔𝑔ℎ𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑔𝑔𝑔𝑔𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����、、𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑∗ = 𝑋𝑋𝑋𝑋𝒅𝒅𝒅𝒅∗�𝑔𝑔𝑔𝑔ℎ𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑔𝑔𝑔𝑔𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����  を 得 る 。
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𝑔𝑔𝑔𝑔ℎ ≡ �𝑝𝑝𝑝𝑝 + �𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝑓𝑓𝑓𝑓�̅ ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻𝐻𝐻𝐻� � + �𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻 (7)  

𝑔𝑔𝑔𝑔 ≡ ��𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝑓𝑓𝑓𝑓�̅ ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙���� + �𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�𝑇𝑇𝑇𝑇 �𝑋𝑋𝑋𝑋�𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑋𝑋𝑋𝑋�𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 � (8) 

𝑔𝑔𝑔𝑔ℎ𝑑𝑑𝑑𝑑 ≡ �𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑 + �𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑���� ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑����� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻 (9) 

𝑔𝑔𝑔𝑔𝑑𝑑𝑑𝑑 ≡ ��𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑���� ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑𝑑𝑑𝑑�� + 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���𝑇𝑇𝑇𝑇�𝑋𝑋𝑋𝑋� + 𝑋𝑋𝑋𝑋�𝑑𝑑𝑑𝑑 � (10) 

一般化費用は通行料、燃料税、燃料価格、そして時間費で構成されている。時間コストは、時

間の価値に移動時間を掛けたものである。乗用車の場合、賃金率から賃金税を差し引いたもの

�𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙���� − 𝜏𝜏𝜏𝜏�が時間の価値となる。貨物トラックの場合、賃金率𝑤𝑤𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙����が時間価値である。高速道路と
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均衡を用いる(詳細な説明は 4.1 節を参照)。 

需要関数を効用関数に代入すると、個人 j の間接効用関数が得られる。 

 

𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗 = 𝜈𝜈𝜈𝜈𝑗𝑗𝑗𝑗 (𝑝𝑝𝑝𝑝、𝑓𝑓𝑓𝑓、𝜏𝜏𝜏𝜏、𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻���、𝑇𝑇𝑇𝑇、𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑) (11) 

 

準線形効用関数を設定したため、一般化所得の限界効用は消費者全体で同一であり、消費者

の選択変数(交通需要と余暇時間)は異なる効用関数に関して異質である。つまり、間接効用関

数𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗がゴーマン関数のとき、すべての消費者の異種的間接効用関数を集約できる。需要関数を

効用関数に代入し、間接効用関数を集計すると、 

 

�𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗=1

= �𝜈𝜈𝜈𝜈𝑗𝑗𝑗𝑗 (𝑝𝑝𝑝𝑝、𝑓𝑓𝑓𝑓、𝜏𝜏𝜏𝜏、𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻���、𝑇𝑇𝑇𝑇、𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑)
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗=1

(12) 
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ここで N は総人口である。 

 

（２） 道路劣化と修繕過程 

道路の舗装は重い車両が走行するにつれて劣化する。道路の維持修繕には品質を回復するた

めの資金が必要である。第１章が示すように、工学分野でマルコフモデルを用いた多くの保守

研究がある。その中でも、津田ら(2005)、貝戸ら(2012)、小林ら(2012)のモデルに従い、マルコ

フ遷移確率モデルを集計レベルで推定する方法を用いている。 

一般道路の健全度は、日本の舗装検査ガイドライン(2016年)に基づきI、II、III、IVの4つのレ

ベルに分類され、高速道路の健全度は高速道路会社(NEXCO)によれば6つのレベルに分類され

ている。一般道路の理想的な状態は 健全度Iとして表される。健全度IIは質の悪化が見られる

ものの深刻な問題はない状況である。健全度IIIは早期修繕が必要で、健全度IVは緊急修繕が必

要である。予防保全は健全度IIで修繕措置を取ることと定義され、事後保全は健全度IIIおよび

IVで対策を講じる修繕方法である。同様に、高速道路においては、健全度Iが理想的なレベルで

あり、健全度VIが最も低いレベルである。 

2020年に実施された健全度調査(2020年)によると、検査で健全度IVと判断された道路の数は

ごくわずか(0%)である。実際、管理当局は道路の品質を管理し、健全度IVに陥らないようにし

ている。したがって、現在の解析から最低の健全度(すなわち一般道路ではIV、高速道路ではVI)

を除外した。劣化修繕モデルは一般的な道路や高速道路で共通である。ただし、パラメータは

異なる。以下では、主に一般道路のケースの4つの健全度レベルを用いてモデルを説明する。 

本研究では、道路劣化過程を表すマルコフ遷移確率を統計的に推定する。t期における修繕

されていない道路の健全度確率ベクトルは𝑾𝑾𝑾𝑾𝒕𝒕𝒕𝒕
− (= [𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖、𝑡𝑡𝑡𝑡

− ])𝑖𝑖𝑖𝑖 ∈ {I、 II、 III、}と表され、修繕後

の健全度の確率ベクトルは 𝑾𝑾𝑾𝑾𝒕𝒕𝒕𝒕
+ (= [𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖、𝑡𝑡𝑡𝑡

+ ])𝑖𝑖𝑖𝑖 ∈{I、 II、 III}と表される。各要素は0以上であり、

それらの要素の和は1である。これらの要素は、各健全度レベルの発生確率を示す。修繕すべき

道路の割合𝛿𝛿𝛿𝛿𝑖𝑖𝑖𝑖、𝑡𝑡𝑡𝑡が決定される。道路修繕行列は式(13)のように表される。 𝜋𝜋𝜋𝜋𝑡𝑡𝑡𝑡+ と 𝜋𝜋𝜋𝜋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑡𝑡𝑡𝑡+ により一般

道路と高速道路向けの道路修繕の行列を示す。高速道路用𝜋𝜋𝜋𝜋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑡𝑡𝑡𝑡+ は5行5列である。 
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𝜋𝜋𝜋𝜋𝑡𝑡𝑡𝑡+ = �

1         0                       0
𝛿𝛿𝛿𝛿II、𝑡𝑡𝑡𝑡

𝛿𝛿𝛿𝛿III、𝑡𝑡𝑡𝑡

�1 − 𝛿𝛿𝛿𝛿II、𝑡𝑡𝑡𝑡�                   0

                 0               �1 − 𝛿𝛿𝛿𝛿III、𝑡𝑡𝑡𝑡�
� (13) 

修繕期間中の迂回費用は、簡単化のために無視している。迂回路の費用を考えることはそれほ

ど難しくない。また、ほとんどの場合、修繕費用に比べれば費用は小さいと考えられる。 

ｔ期から次期 t+1 への劣化を表す劣化行列(マルコフ遷移確率行列)は、貨物トラックの交通

量に依存すると仮定される。劣化行列は式(14)のように表される。  

                                

𝜋𝜋𝜋𝜋(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)− = �
𝜋𝜋𝜋𝜋11(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑) 𝜋𝜋𝜋𝜋12(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑) 𝜋𝜋𝜋𝜋13(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)

0
0

𝜋𝜋𝜋𝜋22(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)
0

𝜋𝜋𝜋𝜋23(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)
1

� (14) 

 

ここで𝜋𝜋𝜋𝜋(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)−、は貨物トラックの交通量に依存するマルコフ遷移確率𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑である。各要素は 0 以

上、各行の合計は 1 となる。 

修繕戦略を決定するために、まずt期の開始時に修繕前の健全度を観察し、修繕すべき道路

の割合を算出する。次に、修繕費用は修繕前の健全度と期間中の修繕率に基づいて計算される。

修繕行列および𝛿𝛿𝛿𝛿𝑖𝑖𝑖𝑖、𝑡𝑡𝑡𝑡𝛿𝛿𝛿𝛿𝑖𝑖𝑖𝑖、𝑡𝑡𝑡𝑡劣化行列から、式(15)および(16)は、t+1期の修繕前の健全度を得るため

に用いられる。 
                          

𝑊𝑊𝑊𝑊𝑡𝑡𝑡𝑡
+ = 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑡𝑡𝑡𝑡

−𝜋𝜋𝜋𝜋𝑡𝑡𝑡𝑡+ (15) 
 

𝑊𝑊𝑊𝑊𝑡𝑡𝑡𝑡+1
+ = 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑡𝑡𝑡𝑡

+𝜋𝜋𝜋𝜋𝑡𝑡𝑡𝑡− (16) 

修繕費用は修繕前の健全度の分布を用いて表される。一般道路𝐺𝐺𝐺𝐺の修繕総費用は、修繕比率、

𝛿𝛿𝛿𝛿𝐺𝐺𝐺𝐺𝑗𝑗𝑗𝑗、𝑡𝑡𝑡𝑡現在の健全度分布𝑊𝑊𝑊𝑊𝐺𝐺𝐺𝐺𝑗𝑗𝑗𝑗、𝑡𝑡𝑡𝑡
− 、修繕の単位費用𝑐𝑐𝑐𝑐𝐺𝐺𝐺𝐺(𝑗𝑗𝑗𝑗)、および一般道路の総数𝑁𝑁𝑁𝑁𝐺𝐺𝐺𝐺の掛け合わせ

であり、式(17)で表される。同様に、高速道路の修繕総費用𝐻𝐻𝐻𝐻は(18)として表される。 
 

𝐺𝐺𝐺𝐺 ≡ 𝑁𝑁𝑁𝑁𝐺𝐺𝐺𝐺� 𝛿𝛿𝛿𝛿𝐺𝐺𝐺𝐺𝑗𝑗𝑗𝑗、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑐𝑐𝑐𝑐𝐺𝐺𝐺𝐺(𝑗𝑗𝑗𝑗)𝑊𝑊𝑊𝑊𝐺𝐺𝐺𝐺𝑗𝑗𝑗𝑗、𝑡𝑡𝑡𝑡
−

𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼

𝑗𝑗𝑗𝑗=II
、  𝑡𝑡𝑡𝑡 ∈ �1、2、⋯𝑇𝑇𝑇𝑇� (17) 

𝐻𝐻𝐻𝐻 ≡ 𝑁𝑁𝑁𝑁𝐻𝐻𝐻𝐻� 𝛿𝛿𝛿𝛿𝐻𝐻𝐻𝐻𝑗𝑗𝑗𝑗、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑐𝑐𝑐𝑐𝐻𝐻𝐻𝐻(𝑗𝑗𝑗𝑗)𝑊𝑊𝑊𝑊𝐻𝐻𝐻𝐻𝑗𝑗𝑗𝑗、𝑡𝑡𝑡𝑡
−

𝑉𝑉𝑉𝑉

𝑗𝑗𝑗𝑗=II
、  𝑡𝑡𝑡𝑡 ∈ �1、2、⋯𝑇𝑇𝑇𝑇� (18) 

 
ここで、𝑐𝑐𝑐𝑐𝐺𝐺𝐺𝐺(𝑗𝑗𝑗𝑗)と𝑐𝑐𝑐𝑐𝐻𝐻𝐻𝐻(𝑗𝑗𝑗𝑗)は道路の健全度を回復するためのコストである。  

修繕による健全度の向上について、2つの仮定を設定した。仮定1では、修繕前の健全度に関
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わらず、道路が修繕されると道路の健全度Iに戻る。仮定2では、道路の健全度レベルが1段階上

昇する。本報告では仮定１の結果のみ示す。仮定２を用いても結果に本質的な違いはなかった。 

 
（３） マルコフ遷移確率行列   

行列(13)の各成分は(19)–(22)によって決定される。健全度 i を保つ確率(i =I, II, III)は、ハ

ザード関数である。  

𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = exp(−𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖) (19) 

式(19)に基づき、1 つの健全度レベル(i から i +1)が劣化する確率は次の通りである。 

𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖+1 =
𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖

𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖
{− exp(−𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖) + exp(−𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖)} (20) 

さらに、健全度 i から j に落ちる確率は同時確率として導出される。  

𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 = ��
𝜃𝜃𝜃𝜃𝑚𝑚𝑚𝑚

𝜃𝜃𝜃𝜃𝑚𝑚𝑚𝑚 − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑘𝑘𝑘𝑘

𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘

𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚

𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘

 �
𝜃𝜃𝜃𝜃𝑚𝑚𝑚𝑚

𝜃𝜃𝜃𝜃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑘𝑘𝑘𝑘
exp(−𝜃𝜃𝜃𝜃𝑘𝑘𝑘𝑘)

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚

�𝑗𝑗𝑗𝑗 = 𝑖𝑖𝑖𝑖 + 2、⋯𝐾𝐾𝐾𝐾 𝐾 1� (21) 

最後に、健全度 i から最低健全度レベルに劣化する確率は次の通りである。  

𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1 −� 𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 �𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1、⋯𝐾𝐾𝐾𝐾 𝐾 1�
𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
(22) 

劣化関数𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖は次のように表される。 

𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑘𝑘𝑘𝑘∗ + 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖 (23) 

ここで、𝑋𝑋𝑋𝑋𝑘𝑘𝑘𝑘∗ = 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑘𝑘𝑘𝑘/道路容量 ( 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑘𝑘𝑘𝑘の最大値)、𝑘𝑘𝑘𝑘 = 𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑である。 

 
（４）一般道路管理団体と高速道路管理団体 

交通政策を管理する機関は二つあると考える。税収機関(または政府)と高速道路料金徴収機

関である。この設定は現在の日本のシステムを反映している。政府収入(すなわち総税収)は𝐾𝐾𝐾𝐾燃

料税fと 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 労働税τで構成され、𝑘𝑘𝑘𝑘� 燃料税fおよび労働所得税τ以外の収入である。 

𝐾𝐾𝐾𝐾 ≡��𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝐻̅𝐻𝐻𝐻 ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑙𝑙𝑙𝑙 ̅ ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗��

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+ 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑�𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑∗ + 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑̅𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑∗� + �𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+  𝑘𝑘𝑘𝑘� (24) 

この収入は、道路料金の合計で賄われている。 
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わらず、道路が修繕されると道路の健全度Iに戻る。仮定2では、道路の健全度レベルが1段階上

昇する。本報告では仮定１の結果のみ示す。仮定２を用いても結果に本質的な違いはなかった。 

 
（３） マルコフ遷移確率行列   

行列(13)の各成分は(19)–(22)によって決定される。健全度 i を保つ確率(i =I, II, III)は、ハ

ザード関数である。  

𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = exp(−𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖) (19) 

式(19)に基づき、1 つの健全度レベル(i から i +1)が劣化する確率は次の通りである。 

𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖+1 =
𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖

𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖
{− exp(−𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖) + exp(−𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖)} (20) 

さらに、健全度 i から j に落ちる確率は同時確率として導出される。  

𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 = ��
𝜃𝜃𝜃𝜃𝑚𝑚𝑚𝑚

𝜃𝜃𝜃𝜃𝑚𝑚𝑚𝑚 − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑘𝑘𝑘𝑘

𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘

𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚

𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘

 �
𝜃𝜃𝜃𝜃𝑚𝑚𝑚𝑚

𝜃𝜃𝜃𝜃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑘𝑘𝑘𝑘
exp(−𝜃𝜃𝜃𝜃𝑘𝑘𝑘𝑘)

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚

�𝑗𝑗𝑗𝑗 = 𝑖𝑖𝑖𝑖 + 2、⋯𝐾𝐾𝐾𝐾 𝐾 1� (21) 

最後に、健全度 i から最低健全度レベルに劣化する確率は次の通りである。  

𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1 −� 𝜋𝜋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 �𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1、⋯𝐾𝐾𝐾𝐾 𝐾 1�
𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
(22) 

劣化関数𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖は次のように表される。 

𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑘𝑘𝑘𝑘∗ + 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖、 (23) 

ここで、𝑋𝑋𝑋𝑋𝑘𝑘𝑘𝑘∗ = 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑘𝑘𝑘𝑘/道路容量 ( 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑘𝑘𝑘𝑘の最大値)、𝑘𝑘𝑘𝑘 = 𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑である。 

 
（４）一般道路管理団体と高速道路管理団体 

交通政策を管理する機関は二つあると考える。税収機関(または政府)と高速道路料金徴収機

関である。この設定は現在の日本のシステムを反映している。政府収入(すなわち総税収)は𝐾𝐾𝐾𝐾燃

料税fと 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑 労働税τで構成され、𝑘𝑘𝑘𝑘� 燃料税fおよび労働所得税τ以外の収入である。 

𝐾𝐾𝐾𝐾 ≡��𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝐻̅𝐻𝐻𝐻 ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑙𝑙𝑙𝑙 ̅ ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗��

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+ 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑�𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑∗ + 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑̅𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑∗� + �𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+  𝑘𝑘𝑘𝑘� (24) 

この収入は、道路料金の合計で賄われている。 
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𝑅𝑅𝑅𝑅 ≡�𝑝𝑝𝑝𝑝𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗∗

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗=1

+ 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑𝑋𝑋𝑋𝑋𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑∗ (25) 

 

（５）我が国の道路財政システム 

日本では通行料と燃料税は別々に決定されており、交通機関ごとに独立して設定されてい

る。通行料は国土交通省の監督下にある高速道路会社が、建設・維持修繕の平均費用として設

定し、燃料税は財務省が決定する。現在の通行料は乗用車が約30円/km、貨物トラックが48.84

円/kmである。また、通行料収入は政府収入と分離されている11。 

政府が効率性の観点から通行料や自動車関連税の水準を自由に選択できるのであれば、総余

剰の損失を最小化するように税率を設定すべきである。しかし実際には、これらは別々に決定

されることが多い。さらに、通行料収入が税務当局に帰属しない場合もある。したがって、最

適な税金と通行料は交通財政システムに依存する。本研究では、以下の3つのシナリオを設定

した。  

3つつののシシナナリリオオのの定定義義 

シナリオ1は、一般道路管理団体と高速道路管理団体の財政統合を前提に、高速道路料金と

燃料税を同時に最適化する。数学的には、これは次のように表される。Maxの下に示したΔは、

補修過程を示す。 
 

max
𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑓𝑓𝑓𝑓,𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑,𝛥𝛥𝛥𝛥

�𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗=1

  𝑠𝑠𝑠𝑠. 𝑡𝑡𝑡𝑡.  𝐺𝐺𝐺𝐺 + 𝐻𝐻𝐻𝐻 = 𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝑅𝑅𝑅𝑅 (26) 

シナリオ2は、一般道路管理団体と高速道路管理団体の財政分割を前提に、高速道路料金と

燃料税を同時に最適化する。数学的には、これは次のように表される。 
 

max
𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑓𝑓𝑓𝑓,𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑,𝛥𝛥𝛥𝛥

�𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗=1

  𝑠𝑠𝑠𝑠. 𝑡𝑡𝑡𝑡.  𝐺𝐺𝐺𝐺 = 𝐾𝐾𝐾𝐾、 𝐻𝐻𝐻𝐻 = 𝑅𝑅𝑅𝑅 (27) 

 

シナリオ3は、一般道路管理団体と高速道路管理団体の財政統合を前提に、高速道路料金の

みを最適化する。数学的には、次のように表される。 

 
11 しかし実際には、通行料収入は日本の政府の一般予算に影響を与えている。例えば、高速道

路建設部門の赤字は政府が負担している。   
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max
𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑,𝛥𝛥𝛥𝛥

∑ 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗   𝑠𝑠𝑠𝑠. 𝑡𝑡𝑡𝑡.  𝐺𝐺𝐺𝐺 + 𝐻𝐻𝐻𝐻 = 𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝑅𝑅𝑅𝑅                       (28)                                  

 

（６）燃料税率と通行料の最適化  

本節では、燃料税率と通行料の最適化について述べる。本モデルは混雑、交通事故、環境外

部性を含むため、間接効用関数は必ずしも定常的（well-behaved）とは言えない。しかし、本分

析では内点解が存在するものとして扱う。 

シナリオ1を例に取り、最適条件を導出する。他のシナリオはシナリオ1の最適条件を修正す

ることで説明できる。式(26)を表すラグランジュ定式化は次のように表される。 

Φ = ∑ 𝛿𝛿𝛿𝛿𝑖𝑖𝑖𝑖𝜈𝜈𝜈𝜈1𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑝𝑝𝑝𝑝、𝑓𝑓𝑓𝑓、𝜏𝜏𝜏𝜏、𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻���、𝑇𝑇𝑇𝑇、𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑)𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

+𝜑𝜑𝜑𝜑[∑ �𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑓𝑓𝑓𝑓�𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻 ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑙𝑙𝑙𝑙 ̅ ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗��𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+∑ 𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 +𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑�𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑̅𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗� − 𝐺𝐺𝐺𝐺 𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺 ]

                (29) 

ここで ϕ  は政府予算制約のラグランジュ乗数である。一括税がないという前提のもと、財政

の限界社会的費用（以下、MCPFと略す）が1を超えるものとなる。  

個人需要の総和は、十分に大きいため連続であると仮定する。政策手段の厚生効果は、それ

ぞれの政策変数に対するラグランジアン関数の微分を取ることで与えられる。一階条件は以下

のように示される。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

= �
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+ 𝜑𝜑𝜑𝜑
𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅   )

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
= 0 

⇒ −𝜑𝜑𝜑𝜑 = �
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅   )
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

� 、 ここで 𝑑𝑑𝑑𝑑 = �𝑝𝑝𝑝𝑝、𝑓𝑓𝑓𝑓、𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑� (30𝑎𝑎𝑎𝑎) 

 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

= �
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+ 𝜑𝜑𝜑𝜑
𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐾𝐾𝐾𝐾 𝐾𝐾𝐾𝐾𝐾 )

𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏
= 0 

⇒ −𝜑𝜑𝜑𝜑 = �
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐾𝐾𝐾𝐾 𝐾𝐾𝐾𝐾𝐾 )
𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏

� = �𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

��𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

+ �𝜏𝜏𝜏𝜏�𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑗𝑗𝑗𝑗�
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝜕𝜕𝜕𝜕𝜏𝜏𝜏𝜏
�� (30𝑏𝑏𝑏𝑏) 

 

連立方程式(30)は最適な通行料と燃料税𝑝𝑝𝑝𝑝、𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑を決定する。さらに、これらの方程式は消費者

の余剰、環境・渋滞の外部性、税収が最適時にMCPFを通じてどのように関連しているかを示

－ 12 －
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max
𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑,𝛥𝛥𝛥𝛥

∑ 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗   𝑠𝑠𝑠𝑠. 𝑡𝑡𝑡𝑡.  𝐺𝐺𝐺𝐺 + 𝐻𝐻𝐻𝐻 = 𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝑅𝑅𝑅𝑅                       (28)                                  

 

（６）燃料税率と通行料の最適化  

本節では、燃料税率と通行料の最適化について述べる。本モデルは混雑、交通事故、環境外

部性を含むため、間接効用関数は必ずしも定常的（well-behaved）とは言えない。しかし、本分

析では内点解が存在するものとして扱う。 

シナリオ1を例に取り、最適条件を導出する。他のシナリオはシナリオ1の最適条件を修正す

ることで説明できる。式(26)を表すラグランジュ定式化は次のように表される。 

Φ = ∑ 𝛿𝛿𝛿𝛿𝑖𝑖𝑖𝑖𝜈𝜈𝜈𝜈1𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑝𝑝𝑝𝑝、𝑓𝑓𝑓𝑓、𝜏𝜏𝜏𝜏、𝑇𝑇𝑇𝑇𝐻𝐻𝐻𝐻���、𝑇𝑇𝑇𝑇、𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑)𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

+𝜑𝜑𝜑𝜑[∑ �𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝐻𝐻𝐻𝐻
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑓𝑓𝑓𝑓�𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻 ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑙𝑙𝑙𝑙 ̅ ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗��𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+∑ 𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 +𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑�𝑙𝑙𝑙𝑙𝐻̅𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝐻𝐻𝐻𝐻𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑑̅𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗� − 𝐺𝐺𝐺𝐺 𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺 ]、

                (29) 

ここで ϕ  は政府予算制約のラグランジュ乗数である。一括税がないという前提のもと、財政

の限界社会的費用（以下、MCPFと略す）が1を超えるものとなる。  

個人需要の総和は、十分に大きいため連続であると仮定する。政策手段の厚生効果は、それ

ぞれの政策変数に対するラグランジアン関数の微分を取ることで与えられる。一階条件は以下

のように示される。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

= �
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+ 𝜑𝜑𝜑𝜑
𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅   )

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
= 0 

⇒ −𝜑𝜑𝜑𝜑 = �
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅   )
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

� 、 ここで 𝑑𝑑𝑑𝑑 = �𝑝𝑝𝑝𝑝、𝑓𝑓𝑓𝑓、𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑、𝑓𝑓𝑓𝑓𝑑𝑑𝑑𝑑� (30𝑎𝑎𝑎𝑎) 

 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

= �
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

+ 𝜑𝜑𝜑𝜑
𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐾𝐾𝐾𝐾 𝐾𝐾𝐾𝐾𝐾 )

𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏
= 0 

⇒ −𝜑𝜑𝜑𝜑 = �
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐾𝐾𝐾𝐾 𝐾𝐾𝐾𝐾𝐾 )
𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏

� = �𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

��𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

+ �𝜏𝜏𝜏𝜏�𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑗𝑗𝑗𝑗�
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝜕𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

𝜕𝜕𝜕𝜕𝜏𝜏𝜏𝜏
�� . (30𝑏𝑏𝑏𝑏) 

 

連立方程式(30)は最適な通行料と燃料税𝑝𝑝𝑝𝑝、𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑を決定する。さらに、これらの方程式は消費者

の余剰、環境・渋滞の外部性、税収が最適時にMCPFを通じてどのように関連しているかを示
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している。これらの方程式の左辺は労働税のMCPFに等しい。式(30a)および(30b)の右側は通行

料および燃料税の増加に関するMCPFを表している。最適条件では、これらの限界費用が等し

くなるべきことを示している（例. AuerbachとHines、2002、p.1385を参照)。 

 

３章 データ 

（１） 交通区間データ 

本研究では図１に示す道路を分析対象とする。東北自動車道（福島JCT～仙台港IC）と常磐

自動車道（相馬IC～仙台港IC）の2ルート、および一般道路の国道4号線と6号線を対象とした。

Googleが提供する実際の道路速度と、各ルートの貨物トラック交通量の距離加重平均（日）を

用いた（出典：道路交通センサス）。 

 

 

 

図 1 対象道路と現在の交通量 

 

（２）一般道路舗装劣化マルコフ遷移確率行列のパラメータ推定 

舗装劣化行列は、津田ら(2005) の手法に基づき推定する。一般道路舗装については、国土交

通省が提供する対象一般道路の6年間の健全度データ（2017～2022年）における8,736サンプル

（46区間）を用いてパラメータを推定した。データの内訳を表1に示す。 

Tohoku Highway
90km/h
4,015 trips/day

85km/h
1,499 trips/day

Sendai
Port

Local
Road 6
40km/h
2,333 trips/day

Souma IC

Local Road 4
30km/h
3,093
trips/day

Fukushima JCT
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表 1．健全度レベル別の貨物トラックの平均運行回数 

健全度 道路区間数 

(シェア) 

貨物トラックの平均トリップ

数（1 日あたり） 

I 4,943 (56.6 %) 2,103 

II 3,054 (35.9 %) 7,020 

III 739 (8.5%) 10,019 

 

一般道路では、表面処理、オーバーレイ、打ち替えの 3 種類の修繕方法が主に用いられる。

舗装劣化確率行列は津田ら(2005) の手法により推定する。劣化関数のパラメータ推定式は（23）

の通りである。表 2 に示すパラメータ推定結果を得た。 

 

表 2．一般道路劣化パラメータ推定 

パラメータ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖 

健全度 I 1.08***  

(0.001) 

0.037*** 

(0.002) 

健全度 II 0.00*** 

(0.000) 

0.029*** 

(0.001) 

注: ( )は P 値である。対数尤度 は -4.8543E+03 である。 

 

 表2に示すように、一般道路の劣化過程の推定が有意なパラメータを得た。推定パラメータ

によると、健全度Iからの劣化速度𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖は健全度IIおよびIIIからの劣化速度よりもかなり大きいこ

とがわかる。実際、参考までに、一般道路の劣化過程の平均マルコフ遷移確率行列は、推定さ

れたパラメータに基づいて次のように計算される。 

  

𝜋𝜋𝜋𝜋(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)− = �
0.9685 0.0311 0.0004

0
0

0.9723
0

0.0277
1.0000

� (31) 

 

 式(32)の最初の行を例にすると、健全度Iを維持修繕する確率は0.9685である。IIへの劣化確率

は0.0311である。𝜋𝜋𝜋𝜋12(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑))IからIIIへ劣化確率は0.0004である。  

－ 14 －
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一般道路では、表面処理、オーバーレイ、打ち替えの 3 種類の修繕方法が主に用いられる。

舗装劣化確率行列は津田ら(2005) の手法により推定する。劣化関数のパラメータ推定式は（23）

の通りである。表 2 に示すパラメータ推定結果を得た。 

 

表 2．一般道路劣化パラメータ推定 

パラメータ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖 

健全度 I 1.08***  

(0.001) 

0.037*** 

(0.002) 

健全度 II 0.00*** 

(0.000) 

0.029*** 

(0.001) 

注: ( )は P 値である。対数尤度 は -4.8543E+03 である。 

 

 表2に示すように、一般道路の劣化過程の推定が有意なパラメータを得た。推定パラメータ

によると、健全度Iからの劣化速度𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖は健全度IIおよびIIIからの劣化速度よりもかなり大きいこ

とがわかる。実際、参考までに、一般道路の劣化過程の平均マルコフ遷移確率行列は、推定さ

れたパラメータに基づいて次のように計算される。 

  

𝜋𝜋𝜋𝜋(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)− = �
0.9685 0.0311 0.0004

0
0

0.9723
0

0.0277
1.0000

� (31) 

 

 式(32)の最初の行を例にすると、健全度Iを維持修繕する確率は0.9685である。IIへの劣化確率

は0.0311である。𝜋𝜋𝜋𝜋12(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑))IからIIIへ劣化確率は0.0004である。  
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（３）高速道路舗装劣化マルコフ遷移確率行列のパラメータ推定 

 高速道路舗装については、高速道路会社（NEXCO）が提供する対象高速道路の7年間の健全

度データ2、219サンプルを用いてパラメータを推定した。一般的な道路のケースと同様に、津

田ら(2005)を劣化データに適用し、劣化関数（23）を推定した。表3に示す通り、高速道路につ

いても有意な推定結果が得られた。 健全度1〜5の高速道路の場合、健全度1〜4のパラメータ

を推定する。  

表 3．高速道路劣化パラメータ推定定  

パラメータ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖 

健全度 1 0.93*** 

(0.002) 

2.110*** 

(0.004) 

健全度 2 0.00*** 

(0.000) 

0.404*** 

(0.005) 

健全度 3 0.00*** 

(0.000) 

5.200*** 

(0.002) 

健全度 4 0.00*** 

(0.000) 

0.123*** 

(0.009) 

注: ()は P 値である。対数尤度 は -5.2564E+03 である。 

 

参考までに、仮定に基づいて計算された高速道路の平均マルコフ遷移確率行列を示す。 

𝜋𝜋𝜋𝜋𝐻𝐻𝐻𝐻(𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑)− =

⎝

⎜
⎛

0.0003 0.7024 0.0016 0.2793 0.0164
0
0
0
0

0.6680
0
0
0

0.0015
0.0000

0
0

0.3099
0.8852
0.8846

0

0.0206
0.1148
0.1154
1.0000⎠

⎟
⎞

           (33) 

 
 

（４）貨物トラック交通需要の燃料税弾力性の推定  

貨物トラックの需要関数を構築するために12、2011～2023会計年度のデータ（表4参照）を

用い、燃料税弾力性を推定した。 

 
12 Mori ら(2010)は 0.09 と同じ弾力性を推定している。しかし、四半期データを用いており、

短期弾力性として解釈できる。本研究は長期弾力性を利用するため、独自に推定を行った。 

－ 15 －
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表 4．データソース 

データ 出典（発行元） 

貨物トラックの運行 月次自動車輸送統計 （国土交通省） 

ディーゼル油の小売価格 石油製品卸売価格調査 （石油情報センター） 

世界石油価格 OPEC バスケット 

実質 GDP(2015 年) 国民経済計算 （内閣府） 

 

推定方法は以下の通りである。長期的な傾向を検討するため、2 年の移動平均を用いた。ま

た、操作変数法を用い、ディーゼル燃料の小売価格における内生バイアスを除去した。原油

価格を操作変数とし、説明変数はディーゼル小売価格、実質 GDP、ダミー変数とした。被説

明変数は貨物トラックの運行回数である。 推定回帰方程式は以下の通りで、推定すべきパラ

メータは a、b、c、d である。 

 

ここで、𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡 は周期tにおける貨物トラックの運行回数である。 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡 は期間tにおけるディー

ゼル燃料の小売価格である。𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑡𝑡𝑡𝑡は実質GDPである。 𝐺𝐺𝐺𝐺𝑡𝑡𝑡𝑡はダミー変数を示す。𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡 は誤誤差項

を示す。 

パラメータ推定結果は以下の通りである(表 5.1 および 5.2参照)。 

COVID-19 の影響を考慮し、2 つのダミー変数を使用する。まず、「緊急事態宣言ダミー」

として、非常事態宣言が発令された期間を 1、それ以外を 0 とした。次に、「COVID-19 ダミ

ー」として、2020 年 3 月から 2022 年 12 月までを 1、それ以外を 0 とした。推定結果におい

て燃料税弾力性はほぼゼロに近く、P 値に基づき統計的な棄却はできないため、本分析では燃

料税弾力性を 0.00 と設定した。また、移動平均なしのトラック燃料税弾力性も分析し、表 5.2

に結果を示した。 

表 5.1 推定結果 (2 年移動平均のケース) 

𝑎𝑎𝑎𝑎  𝑏𝑏𝑏𝑏 (トラック燃

料・税の弾力性) 
𝑐𝑐𝑐𝑐 (GDP 弾力性) ダミー変数 ダービン–ワトソ

ン統計量 

24.1819 

(0.0117) 

-0.0156 

(0.2578) 

0.7957 

(0.0184) 

緊急事態宣言  2.847 

26.8939 

(0.0342) 

-0.0234 

(0.0967) 

0.8254 

(0.0193) 

COVID-19 2.592 

24.1815 

(0.0256) 

-0.0269 

(0.3368) 

0.7458 

(0.0146) 

緊急事態宣言と

COVID-19 

2.832 

注： ( )は P 値である。決定係数は 0.71 である。 

𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑏𝑏𝑏𝑏 ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑝𝑝𝑝𝑝𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝑐𝑐𝑐𝑐 ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐺𝐺𝐺𝐺𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡 (35) 

－ 16 －
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表 4．データソース 

データ 出典（発行元） 

貨物トラックの運行 月次自動車輸送統計 （国土交通省） 

ディーゼル油の小売価格 石油製品卸売価格調査 （石油情報センター） 

世界石油価格 OPEC バスケット 

実質 GDP(2015 年) 国民経済計算 （内閣府） 

 

推定方法は以下の通りである。長期的な傾向を検討するため、2 年の移動平均を用いた。ま

た、操作変数法を用い、ディーゼル燃料の小売価格における内生バイアスを除去した。原油

価格を操作変数とし、説明変数はディーゼル小売価格、実質 GDP、ダミー変数とした。被説

明変数は貨物トラックの運行回数である。 推定回帰方程式は以下の通りで、推定すべきパラ

メータは a、b、c、d である。 

 

ここで、𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡 は周期tにおける貨物トラックの運行回数である。 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡 は期間tにおけるディー

ゼル燃料の小売価格である。𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑡𝑡𝑡𝑡は実質GDPである。 𝐺𝐺𝐺𝐺𝑡𝑡𝑡𝑡はダミー変数を示す。𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡 は誤誤差項

を示す。 

パラメータ推定結果は以下の通りである(表 5.1 および 5.2参照)。 

COVID-19 の影響を考慮し、2 つのダミー変数を使用する。まず、「緊急事態宣言ダミー」

として、非常事態宣言が発令された期間を 1、それ以外を 0 とした。次に、「COVID-19 ダミ

ー」として、2020 年 3 月から 2022 年 12 月までを 1、それ以外を 0 とした。推定結果におい

て燃料税弾力性はほぼゼロに近く、P 値に基づき統計的な棄却はできないため、本分析では燃

料税弾力性を 0.00 と設定した。また、移動平均なしのトラック燃料税弾力性も分析し、表 5.2

に結果を示した。 

表 5.1 推定結果 (2 年移動平均のケース) 

𝑎𝑎𝑎𝑎  𝑏𝑏𝑏𝑏 (トラック燃

料・税の弾力性) 
𝑐𝑐𝑐𝑐 (GDP 弾力性) ダミー変数 ダービン–ワトソ

ン統計量 

24.1819 

(0.0117) 

-0.0156 

(0.2578) 

0.7957 

(0.0184) 

緊急事態宣言  2.847 

26.8939 

(0.0342) 

-0.0234 

(0.0967) 

0.8254 

(0.0193) 

COVID-19 2.592 

24.1815 

(0.0256) 

-0.0269 

(0.3368) 

0.7458 

(0.0146) 

緊急事態宣言と

COVID-19 

2.832 

注： ( )は P 値である。決定係数は 0.71 である。 

𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑏𝑏𝑏𝑏 ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑝𝑝𝑝𝑝𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝑐𝑐𝑐𝑐 ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐺𝐺𝐺𝐺𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡 (35) 
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表 5.1 と 5.2 の比較では、両値はほぼ同じであることがわかる。そこで、トラック燃料税の

弾力性については、本分析では 2年移動平均の表 5.1 を用いる。  

 

表 5.2  推定結果 (移動平均なしのケース) 

𝑎𝑎𝑎𝑎  𝑏𝑏𝑏𝑏 (トラック燃

料・税の弾力性) 
𝑐𝑐𝑐𝑐 (GDP 弾力性) ダミー変数 ダービン–ワトソ

ン統計量 

26.7343 

(0.017) 

-0.0342 

(0.5825) 

0.7843 

(0.0852) 

緊急事態宣言  2.948 

26.6438 

(0.0841) 

-0.0224 

(0.9821) 

0.8421 

(0.0243) 

COVID-19 2.3343 

28.2482 

(0.0432) 

-0.1063 

(0.1365) 

0.8141 

(0.0244) 

緊急事態宣言と

COVID-19 

2.0682 

注: ( )は P 値である。決定係数は 0.78 である。 

 

（５） 自動車交通需要の燃料税弾力性の推定  

私たちは、2011-2023会計年度のデータ(出典は表6に記載) を用い、乗用車の燃料税弾力性を

推定した。貨物トラックの分析と同様に、操作変数法を用いている。原油価格が操作変数であ

る。説明変数としては、ガソリンの小売価格、実質GDP、そしてダミー変数を設定した。推定

方程式は式(35)と同様である。推定結果は以下の通りである(表6.1および6.2参照)。  

 

表 6.1 推定結果 (2 年移動平均のケース) 

𝑎𝑎𝑎𝑎  𝑏𝑏𝑏𝑏 (燃料税弾力性) 𝑐𝑐𝑐𝑐 (GDP 弾力性) ダミー変数 ダービン–ワトソ

ン統計量 

44.72 

(0.0134) 

-0.151 

(0.0080) 

0.8345 

(0.0324) 

緊急事態宣言  1.305 

49.83 

(0.0743) 

-0.147 

(0.0010) 

0.8311 

(0.0821) 

COVID-19 2.127 

59.44 

(0.0234) 

-0.182 

(0.0042) 

0.9473 

(0.0941) 

緊急事態宣言と

COVID-19 

1.719 

注:( )は P 値である。決定係数は 0.91 である。 
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表 6.2 推定結果 (移動平均なしのケース) 

𝑎𝑎𝑎𝑎 𝑏𝑏𝑏𝑏 (自動車・燃

料・税の弾力性) 
𝑐𝑐𝑐𝑐 (GDP 弾力性) ダミー変数 ダービン–ワトソ

ン統計量 

43.8545 

(0.0823) 

-0.1565 

(0.0915) 

0.8294 

(0.0324) 

緊急事態宣言  1.258 

44.9585 

(0.0932) 

-0.12055 

(0.0008) 

0.7434 

(0.0743) 

COVID-19 2.451 

49.8244 

(0.0234) 

-0.1051 

(0.2545) 

0.9435 

(0.0432) 

緊急事態宣言と

COVID-19 

1.228 

注: ()は P 値である。決定係数は 0.89 である。 

 

表6.1および表6.2の結果を比較すると、両値はほぼ同等である。本研究では、長期的な乗用車

の燃料需要の弾力性として、表6.1の推定結果を用いる。 
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表 6.2 推定結果 (移動平均なしのケース) 

𝑎𝑎𝑎𝑎 𝑏𝑏𝑏𝑏 (自動車・燃

料・税の弾力性) 
𝑐𝑐𝑐𝑐 (GDP 弾力性) ダミー変数 ダービン–ワトソ

ン統計量 
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(0.0823) 

-0.1565 

(0.0915) 

0.8294 

(0.0324) 

緊急事態宣言  1.258 

44.9585 

(0.0932) 

-0.12055 

(0.0008) 

0.7434 

(0.0743) 

COVID-19 2.451 

49.8244 

(0.0234) 

-0.1051 

(0.2545) 

0.9435 

(0.0432) 

緊急事態宣言と

COVID-19 

1.228 

注: ()は P 値である。決定係数は 0.89 である。 

 

表6.1および表6.2の結果を比較すると、両値はほぼ同等である。本研究では、長期的な乗用車

の燃料需要の弾力性として、表6.1の推定結果を用いる。 
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４章 定量分析 

 

日本のデータを用い、燃料税と高速道路料金の効率的水準を数値的に推定する。本分析の目

的は、現在の税率が3つのシナリオにおける効率的水準とどの程度異なるかを示すことできる。

さらに、これら3つのシナリオでどれだけの厚生向上が期待できるかを定量的に探る。第2章で

導出された式を実データに適用することで、通行料と税金の最適水準を算出する。4.2～4.5節

では、パラメータ設定に用いたデータの出典を説明する。  

 

（１）間接効用関数の集計 

定量分析には、交通、余暇、および環境外部性に関して加法的に分離可能な効用関数を用い

る。加法分離性は、旅行やレジャーから生じる効用に環境要因が影響しないとの仮定に基づい

ている。同様に、移動から生じる効用は、観光目的でない限り、余暇時間の影響をほぼ受けな

いと考えられる。交通全体に占める観光旅行の割合は限定的であるため、この設定は現実的と

いえる。 

高速道路と一般道路の配分を検討するため、高速道路のエネルギーコストと一般道路の一

般化コストが均衡する状態を前提とする。これらの一般化費用には、高速道路と一般道路の

品質差を固定効果として加味した。厚生レベルを計算するため、モデルから導出される間接

効用関数を使用する。特に、一般道路と高速道路の一般的な輸送コストは一致するため、間
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∑ 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 = 𝐴𝐴𝐴𝐴 − [𝛼𝛼𝛼𝛼𝑔𝑔𝑔𝑔+𝛽𝛽𝛽𝛽/2 ∙ (𝑔𝑔𝑔𝑔)2+𝛼𝛼𝛼𝛼𝑑𝑑𝑑𝑑𝑔𝑔𝑔𝑔𝑑𝑑𝑑𝑑 +𝛽𝛽𝛽𝛽𝑑𝑑𝑑𝑑/2 ∙ (𝑔𝑔𝑔𝑔𝑑𝑑𝑑𝑑 )2] 

−𝑝𝑝𝑝𝑝ℎ𝑋𝑋𝑋𝑋ℎ − 𝑝𝑝𝑝𝑝 𝑋𝑋𝑋𝑋 − 𝑝𝑝𝑝𝑝ℎ𝑑𝑑𝑑𝑑𝑋𝑋𝑋𝑋ℎ𝑑𝑑𝑑𝑑 − 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑𝑋𝑋𝑋𝑋𝑑𝑑𝑑𝑑 .                          (36) 

 

（２）パラメーターの設定 

日本の労働税の限界費用（MCPF）は、別所ら (2003) により0.96〜1.23と推定されている。

したがって、労働供給関数のパラメータを設定し、労働税の限界費用であるMCPFを、現状の

日本のMCPFと一致させる。本分析では、感度解析としてMCPF=1.1を設定する。そこで、労働

供給関数は
7 41012609.7 96290.7 10i

i
L τ× − ×=∑  と設定する。この関数はKono et al.(2019)で同

じ目的で設定されている。 
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労働税のMCPFが内生的に決定されるという仮定のもと、労働供給関数のパラメータを決定

する。このような取り扱いとしたのは、適切な労働供給曲線を直接設定することが困難である

ためである。なお、労働税の所得MCPFが別所ら(2003) の推定値に一致するという点で正当化

可能である。 

交通移動時間関数を広く使われているBPR関数を設定した。 𝑇𝑇𝑇𝑇(∙) = 𝑣𝑣𝑣𝑣{1 + 𝛾𝛾𝛾𝛾(𝑋𝑋𝑋𝑋/𝐾𝐾𝐾𝐾𝐻𝐻𝐻𝐻)𝜂𝜂𝜂𝜂}12F

13 BPR

関数のパラメータはγ=0.48およびη=2.89に設定されており、これは日本土木学会(2003)によっ

て標準値として提案されている。自由速度(υ  )は速度制限で設定される。宮城と福島の一般道

路4号および6号にBPR関数を適用すると、渋滞遅延の大きさが得られる。 

環境外部性に関するパラメータを表7にまとめる。  

 

（３）通行料と自動車関連税の最適水準 

本節では、乗用車の最適通行料、乗用車燃料税、貨物トラック通行料、およびディーゼル燃

料税を算出する。労働税の限界社会的費用（MCPF）は1から1.2の範囲であるため（別所ら、

2003）、本分析ではMCPFを1.1として計算を行った。  

  

 
13 BPR 関数は 1964 年に米国の公共道路局によって構築された。この 機能は研究や実践で広く

利用されている。  
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表 7．モデルで設定されたパラメータ 

パラメータ 価値 出典 

高速道路需要の通行料弾力性 

乗用車 

貨物トラック 

 

0.32 

1.63 

塚田・福田(2013 年) 

燃料税の燃料消費の弾力性  

乗用車 

貨物トラック 

 

0.10 

0.00 

著者による推定  

大気環境の外部性  6,101 円/tCO2  

Interagency Working Group on Social 
Cost of Greenhouse Gases, United 
States Government (2021)  

事故 

高速道路 

乗用車 

貨物トラック 

 

2.0 円/km 

2.24 円/km 

金本(2007) 

一般道路 

乗用車 

貨物トラック 

 

2.5 円/km 

2.8 円/km 

金本(2007)、Parry(2004) 

燃費 

高速道路 

乗用車 

貨物トラック 

 

14.4 km/リットル 

5.25 km/リットル 

 

2005 年の平均燃料費×1.5 

日本トラック協会(2008 年)× 1.5 

一般道路 

乗用車 

貨物トラック 

 

9.6 km/リットル 

3.5 km/リットル 

 

2005 年平均燃料費 

日本トラック協会(2008 年) 

平均通行料率 
乗用車 

貨物トラック 

30 円/km 

48.84 円/km 

通行料は乗用車 150 円と 24.6 円

/km の合計に乗用車 1.0、貨物トラ

ック 1.65 を乗じて計算される。平

均走行距離が 30km と仮定すると

左記の値になる。 

平均労働税率 109 円/時間 

日本の労働税収は 1,260 億ドル、総

労働人口は 6,600 万人、総労働時間

は 1 人あたり 1,754 時間である(日
本財務省(2010 年)より)  

政府歳入(労働税収入+自動車関連税収入)  年 20,900 億円 日本財務省(2010 年) 
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表 8．3 つのシナリオにおける最適な通行料と課税 (MCPF=1.1) 

シシナナリリオオ 現現行行 1 2 3 

  通行料(円/km) 30.0 22.9 22.7 21.3 

乗用車 燃料税(円/リットル) 58.8 63.4 65.1 - 

  
社会厚生(円/トリッ

プ)の改善 
- 5 5 3 

 通行料(円/km) 48.8 31.1 37.6 30.5 

貨物トラック 燃料税(円/リットル) 32.1 62.7 70.7 - 

  

社会厚生(円/トリッ

プ)の改善 
- －3 －4 2 

修繕費 (百万円)  1,240 1,160 1.080 1,180 

社会厚生総額改

善 (10 億円) 
  52.1 42.1 34.9 

社会厚生改善/宮

城+福島県民総

生産*  

  0.28% 0.23% 0.19% 

*(基準値)宮城・福島の地域総額:17,4943 億円 

宮城県・福島県会計(FY2021) 

 

表 8 のシナリオ 1 において、乗用車および貨物トラックの通行料はそれぞれ 22.9 円/km お

よび 31.1 円/km へと引き下げることが最適である（現行はそれぞれ 30.0 円/km、48.84 円

/km）。また、燃料税については、乗用車は 63.4 円/リットル、貨物トラックは 62.7 円/リット

ルへ引き上げることが最適である。  

シナリオ2は、税務当局と料金徴収機関の財政分離を前提とした場合であり、乗用車および

貨物トラックの通行料は現行水準よりわずかに低くなる。これは、乗用車通行料の引き下げに

よる収入減を、貨物トラックから徴収される収入で補填する構造を示唆している。シナリオ3

は通行料のみを最適化するケースであり、乗用車および貨物トラックの通行料はそれぞれ21.3

円/km、30.5円/kmが最適となる。 

政策的含意として、財政シナリオ1における社会厚生の総改善額は521億円に達し、これは宮
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城県および福島県のGRPの約0.28%に相当する。14 シナリオ1とシナリオ2を比較すると、交通

機関間の財政統合を図り、複数の自動車関連税の歪みの相互依存性を考慮することにより社会

厚生向上に寄与していることがわかる。 
 

表 9 維持修繕費用内訳(MCPF=1.1) 

シシナナリリオオ 現在 1 2 3 

 II 0.35 0.54 0.53 0.52 

一般道路 III 0.08 0.10 0.17 0.25 

 修繕費(100 万円) 870 810 760 820 

 II 0.10 0.41 0.34 0.36 

 III 0.00 0.35 0.36 0.21 

高速道路 IV 0.58 0.12 0.13 0.16 

 V 0.31 0.00 0.00 0.00 

 修繕費(100 万円) 370 350 370 360 

 修繕費計(100 万円) 1,240  1,160  1,080  1,180 

 

維持修繕費については、シナリオ1では最適化によって修繕コストを7%削減できる。シナリ

オ2では貨物トラックの通行料と燃料税が比較的高いため、維持修繕費は10億8千万円と低く、

13%削減が見込まれている。シナリオ3では貨物トラックの通行料と燃料税が比較的低いため、

維持修繕費は11.8億円と高額である。これはいずれのシナリオにおいても、現行の反応的なメ

ンテナンスから、比較的健全な段階で補修を行う「予防保全」へ移行することで、5～13%のコ

スト削減が可能であることが示された。 

維持修繕費の内訳は表9に示されている。この二つの仮定の比率は類似している。そこで、表

9で示される一般的な道路に焦点を当てる。いかなる財政シナリオにおいても、健全度IIの比率

は約0.2(例:シナリオ1では0.35→0.54)上げるべきであり、シナリオ2および3では健全度IIIの比率

を上げるべきである(例:シナリオ2では0.08→0.17)。その結果、すべてのシナリオで保守コスト

 
14 シナリオ1はすべての税制手段を同時に最適化し、シナリオ2は複数の税制手段を最適化し、

シナリオ 3 は他の税制が現在の水準のまま通行料のみを最適化する。シナリオ 3ではシナリオ 1 と

2 に制約が加えられるため、シナリオ 1 と 2 の厚生はシナリオ 3 よりも必然的に高いことを意味す

る。 
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が削減される(例:870万円→シナリオ1では810万円)。これは、比較的健全な段階での予防保全

(比較的高い健全度の段階での維持修繕)が、社会的観点でも維持修繕コストの観点でも、事後

保全よりも優れていることを意味している。次に高速道路に焦点を当てると、予防保全が反応

的な保守よりもはるかに優れていることが示されている。 

表10はシナリオごとの旅行需要を示している。シナリオ1では、通行料が現在の水準より低

くなったため、高速道路での乗用車需要が2,111回増加する。一般の道路における乗用車の移動

需要は、燃料税のわずかな引き上げと低い通行料のため減少している。シナリオ1では、通行料

が現在の水準より低いため、高速道路の貨物トラック需要が827回増加する。燃料税が大幅に

引き上げられ、通行料が引き下げられたため、一般的な道路での貨物トラック輸送需要は減少

している。燃料税の大幅な引き上げは、一般道路での需要を大幅に減少させる。  

 

表 10． シナリオが旅行需要に与える影響 (MCPF=1.1) 

(単位:トリップ数) 

シシナナリリオオ 現在 1 2 3 

乗用車 高速道路 6,939 +2,111 +2,198 +2,042 

  一般道路 14,263  －3,857 －2,996 －2,060 

貨物トラック 高速道路 2,757 +827 +651 +1,001 

  一般道路 2,713 －877 －781 －1,071 
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５章 結論 

 

本研究では、宮城・福島地域を対象とし、道路インフラの維持修繕に必要な財源として

の燃料税および通行料の効率的水準を、労働税の歪みや外部性を考慮した理論モデルを用

いて定量的に分析した。道路管理団体の財政制度について3つのシナリオを設定し、それぞ

れの状況下での最適税率および最適通行料を算出した。分析の結果、以下の知見が得られ

ている。 

第一に、財政シナリオ1（道路財源の統合と全政策変数の最適化）において、乗用車およ

び貨物トラックの通行料を現行より引き下げ、燃料税を引き上げることが、社会厚生を最

大化する最適解であることが示された。これは、現行の通行料水準が社会的に高すぎる一

方で、燃料税は低すぎることを示唆している。 

第二に、道路維持修繕については、いずれの財政シナリオにおいても、現行の「事後保

全」に近い維持修繕方法から、健全度が高い段階での修繕を行う「予防保全」へ移行する

ことが、コスト削減および社会厚生の観点から優位であることが確認された。シミュレー

ションでは、予防保全への移行により、維持修繕コストを5～13%削減できる可能性が示さ

れている。 

第三に、シナリオ分析を通じて、異なる交通機関の財政を統合し、複数の自動車関連税

の相互依存性を考慮することが、高い厚生向上に寄与することが明らかになった。たとえ

制度的制約によりすべての税制を同時に最適化することが困難な場合であっても、税率の

歪みの相互依存を考慮して政策を立案することの重要性は極めて高い。 

本研究が示した厚生改善効果は、地域総生産（GRP）に対して0.19%～0.28%に相当し、

最適な通行料と燃料税の設定が地域の経済的厚生に与える影響は看過できない。今後は、

本モデルをより広域的なデータに適用し、全国規模での最適化や、電気自動車普及に伴う

走行距離課税の導入を想定したシミュレーションを行うことが課題である。 
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